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:事例11 Lawrence キリバス/タ マナ島
1.調 査
対 象
キ リバ ス 国(旧 ギ ル バ ー ト諸 島)、 タマ ナ 島(1973年居 住 人 口1,392人、1985年
1,378人)
調 査 者
R.Lawrenceと部 分 的 にそ の 妻J.　Lawrence(ただ し、 下記 出版 物 に妻 の名 が 著
者 と して現 わ れ て い る もの は ない)
調 査 期 間
第1期 は1971-74年に3回 調 査 して い る。 す な わ ち 、1971年12,月一72年2月 、
1972年12月一73年5月 、1973年12月一74年2,月。 第2期 は 、1989年に12週間 の 現
地 調 査 と、 キ リバ ス 国 の 首府 の あ る南 タラ ワにお け る タマナ 島 か らの移 住 者 に
対 す る5週 間 の調 査 。
報 告
第1期 に 関 し て は 、Victoria　University　of　Wellingtonの地 理 学 教 室 が1977
年 にTamana　Reportと題 し て 出 版 し た が 、1983年 にThe　Australian　National
UniversityのDevelopment　S udies　Centreが叢 書Atoll　Economy:Social
Change　in　Kiribati　and　Tuvaluのう ち のNo.4と して そ の ま ま 再 版 した 。 す な
わ ち 、
Lawrence, R. 1983. Tamana. Atoll Economy: Social Change in Kiribati and Tuvalu No. 4. 
      Australian National University, Canberra.
　 この研 究 はVictQria　University　of　Wellingtonの地 理 学 教 室 が企 画 したRu-
ral　Socio-economic　Survey　of　the　Gilbert　and　Ellice　Islandsの一 環 に 属
す る もの で 、 キ リバ ス とツ バル の島 じま の うち合 計5つ の 島 じま(環 礁 も含 む)
で の集 中 的 な 実 地調 査 の うち の ひ とつ で あ る。 そ の よ うな事 情 か ら、5つ の 個
別 報 告 の ほ か に 、 全 個 別 研 究 を総 括 したTeam　Reportも上 記 と同 様 にVictoria
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University　of　WellingtonとAustralian　N tional　Universityが同 一 内 容 で 出
版 して い る 。 す な わ ち 、
Geddes, W. H., Chambers, A., Sewell, B., Lawrence, R. and Watters, R. 1982. Islands on the 
      Line: Team Report. Atoll Economy: Social Change in Kiribati and Tuvalu No. 1. 
       Australian National University, Canberra.
　以 上の よ うな事情 のため、個別報 告のみで は不十分で 、重複 は ある もの の、
上記Team　Reportを読まなければ、完全 な レヴュー はできない。
　第2期 については、下記 の報告書がある:
Lawrence, R. 1992. Tamana Fifteen Years On: a Survey of Changes in the Household 
      Economy since 1974. Report Prepared for the Ministry of Home Affairsand Rural 
      Development, Republic of Kiribati. Department of Geography, Victoria University of 
      Wellington, Wellington.
2.対 象 の 概 況
地域の概況
タマナ島 はキ リバ スの中では南部にあ り、緯度 はほぼ南緯2度 であ る。サ ンゴ
礁 に囲 まれて はい るものの、実質 的に環礁ではな く、単一島で面積 は5.25平方
㌔㍍ あ り、 キ リバスの有人島の中では最 も小 さい島であ る。 サ ンゴ礁 による浅
海 面積 も小 さ く、最 も遠い ところで も、岸 か ら500㍍沖 に出 る と外 洋 に至 る。
そのために、漁業は主に外洋にい る魚 に頼 つてい る。
　最初 の方 に記 した とお り、1973年公式セ ンサ スに よる居住人 口は1,392人で
あるか ら、平均 人 口密度 は平方㌔㍍ あた り265人とキ リバ スの中で も非常 に高
い部類 に属す る。
　 1951-70年の 平均年降 水量 は1,141㍉㍍ であ るが 、標 準偏 差が625と大 き く、
降水 量の年 変動 が激 しい ことが わか る。 キ リバスのほかの島 じま と同様 、地 下
水の蓄 え られ ている レンズ状の場所 はきまつてお り、雨量の多寡 によ り、地 下
水 レンズが大 き くなつた り小 さくなつた りす る。19世紀 よ りきび しい干害 の記
録が残 つてお り、それ による深刻 な食料不足 も伝 わつてい る。 上記51-70年
の うち、最少 降水 量年 は1968年で、254㍉㍍であつた。
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多 く、次 いでパ ンの実 とパ ンダナスの実 が続 き、 Cyrtosperma タ ロの生産 量 は
極 めて少 ない。全 体 と して 自給食料依存度 はかな り高い ものの、1970年代 初期
につ いて言 えば、 コブ ラや手芸 品などの販売 と島外 よ りの送金 その他 で得 た金
で購入 した米や 小麦粉 な どの輸入食料 品の重要性 も無視 し得なかつた。
　 1980年代末 には、1970年代 に燐鉱採取が盛 んであつたオーシャン島 とナ ウル
か らの送金 がな くなつたか減少 したせ いで、送金 を期待 できる家 が減 つたた め
もあつてか(レヴュー ワーの意 見)、輸入食 品への依存度 は米 を除 いては減少 ぎ
みで ある。その分 自給食料への依存度 がか えつて高まつたよ うに も見える。 特
に 目立つ ほ どの技術 革新 が1970年代 と80年代 にあつたわけで はない に もかかわ
らず 、魚 が食卓 にのぼる頻度 は際立つて上昇 していた。
対象集 団の概 要
住民 はほ とん ど全員 ミク ロネシア人 で、旧来の村落 は南西岸 のみ にある。行政
的に は3つ の村 に分かれてい るが、村落間の空間的切れ 目はな く、 ほぼ連続 し
てい る。
　 19世紀の人 ロデー タはやや信頼性 に欠け る うらみが あるものの、1878年の居
住 人 口は282人で、19世紀半ば よ り急激 に減少 した こ とは確実 と見 られ てい る。
この人 口減少 の要因はいろいろ考 え られ ているが、主 なもの と しては1872-75
年 の大干 害による食料 不足 と、それに伴 な う栄養 不良、奴隷狩 りで大勢 が連 れ
出 され たこ とな どがあげ られ よ う。1880年代 か らは、徐徐 に増加 し始 め、1881
年 は375人、1896年には747人にまで増加 した。1901-2年には、第1回 の公 式
セ ンサ ス が あ り、そ の 時点 の人 口は769人で あ つた。 そ の後1931年は989人、
1947年は883人を数 えた。 もつ とも、1947年のセ ンサ スでは、か な りの人 数 が
流 出 していた こ とが明 き らか となつた。その後、居住人 口が1968年のセ ンサ ス
ま では増 え続 け、1,422人を数 えたが、1973年のセ ンサスで は再 び減少 に転 じ
た こ とが判 明 した。 この減少 の主因は流出である。流出者受 け入れ数 の最 も多
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い ところは燐鉱 採取場 のあつたキ リバ ス国内のオーシャン島 で、次 いで首府 の
あるタラワ以外 のキ リバス国内の島 じま、そ してタラ ワとなつていた。1950年
代 と60年代は非常 に多数の人び とがキ リバス域外へ移住 した と言われ るが、 こ
の研究 で もその こ とについて少 しふれてい る。す なわ ち、実際 は、ナ ウル 、 ソ
ロモ ン諸 島、当時のニ ューヘ ブ リデス諸島な どの キ リバス域外 へ流出 した人数
は、公式 セ ンサスのデー タか らは判明 しない と述べてい る。 著者 の全 世帯調査
か らも、その よ うな域外流出者数が無視 できない とい う示唆 を著者 は得た。
　 1973年と1985年のセ ンサ ス間に、居住 人 口数 はわずか なが ら減少 してい た。
そ の理 由の 第一 は流 出 で あつた が 、流 出先 は主 に南 タ ラ ワで 、1978年か ら
1985年の間の全流 出人 口の70%強がそ こへ移住 した。
　 生活 時間調査の結果、1970年代初期 よ り1980年代末までの生活時間配分 に大
きな変化 は認 め られ なか つた。す なわち、男は毎 日のよ うに海 に出て魚 な どを
獲 る ことが主な仕 事で あ り、女 は家:事にいそ しむ こ とが優 先的な関心事で ある。
全体 と してい えるの は、時間は希少資源ではない とい うこ とで ある。そ して何
をす るに も、きま つた社 会の しくみ にのつ とつた仲間 ど うしが集 ま り、仕 事 も
含 めて、楽 しみなが らさまざまなことを こな してい るので ある。
3.調 査 項 目 と 方 法
人 ロ
タマ ナ 島全 体 の人 口学 的なデ ータは、基本 的には公式セ ンサ ス に頼 つてい る。
セ ンサ スは1901年が最初で、1931年の第5回 までは居住人 口数 のデ ータ しかな
い ら しい。1947年の第6回 か らは居住 人 口以外 に もキ リバス域 内 の移動 人 口、
年齢 別人 口な どの人 口学的 な基本 データがそ ろってきた。1948年か ら1989年ま
での間 のセ ンサ ス年 は、1963、68、73、78、85年の計5回 で あつた。著者 が現
地で力 を入れた調査 は人 口よ りもむ しろ世帯単位 につ いてであ り、世帯構成 な
どに関 しては 自分 で1971-72年に悉 皆調 査 を実施 してい る(事実上居住 人 口の
悉 皆調査 に もな る)。そ の結果 、総居住 人 口は1968年と1973年双方 の公 式セ ン
サスデ ータをわずかなが ら上まわつていた。
74
Lawrence/キリバ ス/タ マ ナ 島
　 次節 に掲げ る項 目に関す る定量的デー タは、16世帯か ら得 てい る。 この16世
帯はすべてひ とつの村か ら選 び、無作為抽 出によるものではな く、作業上 の都
合 を も加 味 した さま ざまな要素 を勘案 した上で恣意的に抽 出 した と著者 自身認
めてい る。 この16世帯については流出入 も含 めた人 口学的デ ー タは無論詳 細 に
調査 してい る。 その16世帯の在村合計人数 は時 間経過 に伴 な う変動 はある もの
の基本的 には第1期 調査時96人であつた。
食料 生産 と消費
自給農産物 の生産 と消費:上 記標本世帯については、 ココナ ッツの 自家 消曹用
生産量 と消費量 の推 定値 を計算 してはい る ものの、 ココヤ シ樹液(アル コール
発酵 は させ ない が、飲料 水の得 にくい この島で は飲 料 として大変 重要)、パ ン
ダナ ス 、 Cyrtosperma タロ、パ ンノキの果実、イチ ジクの一種 の果 実 ほか の定
量的デー タはない。 わずかに、タ ロについては、植栽地の数、5週 間の調査期
間中に植栽地へ訪れた回数 とひ きぬいたPit数などを示 している。
　消費 について も、 ココナ ッツ以外 は食 事時の相対出現頻度 のデー タを示 して
いるだけであ る。結 局、 自給農産物 と して量的 にもっとも重 要なのは、 ココヤ
シ産 品である。
自給海産物 の生産 と消費:サ ンゴ礁 内で獲れ る海産物 についての定量的デ ー タ
はない。標本世帯 が5週 間に外洋漁業 で得 た魚 の数のデ ータは魚種別 、魚 法別
に示 してある。消費 については、魚種別 の食事 に供 され た頻度 と農産物 同様食
事時 の相対 出現頻度 のデ ータが ある。 この消費 についてのデー タは、直接観 察
で得 られた ものである。
労働 能率:既 述の抽 出世帯 昌の うち、学齢期以上の年齢 の男女全 員につい ての
生活時間調査は性 と年齢 カテ ゴ リー別 に極 めて詳細 に第一次デー タ として示 し
てい る。活動カテ ゴ リー分類 は35項目に及 んでいる。た だ し、調査方法 に関す
る詳 細な記述 はない。
　生活時間調 査が詳細 である一方 、上述の よ うに魚 とココナ ッツ以外は生産量
推定のデー タがないた め、労働 生産性のデー タは著者 自身示 していない し、計
算 も上記ふたつ以外はできない。
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島の経済構造
抽 出標 本世帯 に関 して は、 コブラ、手芸品な どの販売額、賃金収入、預金 引き
出 し額 、送金や配 当な どの不労収入 について詳細 な調査結果 を示 してい る。消
費支 出について も、同様 に しつか りした数値デー タがあが つてい る。また、い
わゆ る"伝 統的"な 社会機構 による所得の再配分お よび平準化 について もふれ
てはいる ものの、定量的 なデータまでは示 してい ない。
　 1989年の調査 で、 目に見える収入額は1973年以来実質 的には16%程度 しか増
えていない。既述 の よ うに、オー シャン島 とナ ウルか らの送金 が激減 したのが、
現金収入 の伸 びが不振 の大 きな理 由のひ とつで ある。 島の経 済構 造に関 しては、
1970年代初期 と1980年代末の定量的比較 が大体でき るようにデー タをそろえて
ある。
4.主 た る 結 論
本重点領域研究 の 「人 ロー食糧相互作用」班の研 究課題 に直接 関係 の深 い局 面
につい ての著者 の結論 は以下 に要約 され るが、 この研究 は多 面的 であ り、下記
の論述が この研究全体 の要約 とはな らない ことは ここで断わ つてお くべ きであ
ろ う。 なお この要約 は第1期 の報告書に載 つてい るもの ではあるものの、第2
期調 査の報告書 について も本質的にはほとん どそのまま適用 できる。
　セ ンサ スによ り、1931年前後 を底 として人 口が増加 傾向 に転 じた と判明 して
以来、 この島の最適居住人 口が政府 関係者 の間でたびたび議論 されて きた。 あ
る人 は1840年の人 口をキ リバス各 島の最適人 口と仮定 した。 タマナ島 に関 して
は、そ の年 の推 定人 口が得 られないので 、1860年の を適用す ると、3,000人と
なる。 また、別 の人は ココナ ッツの持続的生産量対 自給消費量プ ラス販 売収 入
の関係 か ら、560人を最 適人 口と計算 した。 ちなみ に、後者 の計算が試み られ
た時 代 の島の総 居住人 口は883人で あつた。 けれ ども、 この よ うな理論的 な試
み の現 実の世 界 に対す る適用度 は ほん のわずかで しかない。著 者 の考 えで は、
最適 人 口の概念 自体が この島、そ して も しかす るとこの地域 にある決 して少 な
くはない島 じま とはほ とん ど無縁であ る。 それは第一 に、そ の計算 の根拠 が コ
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コナ ッツ生産量の平均値 に基づいて考 え られているよ うに思われ るか らであ る。
実際は、 タマナ島の よ うな変動の激 しい気候条件 下で は、その よ うな平均値 は
幻想 の世界で しか役 に立たず 、現実性 はない。歴史的 に見て も、1870年代初期
の何年 に もわた る干害 の後 では、400人程度 しか この島は支 えきれ なか つた の
ではないか とい う示唆 が得 られ る。
　 現代 の状況 に照 ら して も、そのよ うな計算は送金経済が土地その もの と人 口
との結びつ きを うす めが ちにす るとい う現実を無視 してい る。 著者 の調査結果
によ ると、標本 世帯の平均貨幣収入の45%が送金その他 島外 に由来す るもので
あ り、 コブラは平均収入 の9%しか しめてい ない。貨幣収入 の使 いみ ちは圧倒
的に食料 品購入 であ り、米や小麦粉食 品は食事回数全体の約13%に主食 と して
現 われ る。 また、1973年のセ ンサス時に、 自分が タマナ島人 である と認識 して
いる人 の31%は島外 に出てお り、その うちのある部分の人 び とは島外 で雇 用 さ
れ 、 しか も送金す るのを義務 と心得 ていた。その義務 を果たす こ とに よ り、島
へ帰 つた時に土地 に対す る自分の権利が主張できるのである。
　 くり返 しになるが 、環境の変動に よる生産性 の変動 がきわ めて大 きいために、
平均的条件 とい うのは現実性が まつ・た くない。 この島が支 え得 る人 口とい うの
は、次 に列挙す る要因 の関数 であろ う。すなわち、す ぐ前の2年 間の雨量 、島
外 に住む この島出身の人の数 とその中の被雇用者数そ して送金 者数、 コブ ラの
価格 とそれに応 じて 自給用か ら貨幣経済へ振 り向け られ るココナ ッツの数 、送
金 されて来 る金 や島内の人が雇用 によつてかせ ぐ金の購買力 、そ してその金 を
どの よ うに費消す るか、以上である。 これ らの変数の どれにつ いて も、その変
化 が住 民の生活ぶ りと島の人 口支持 力に影響 を及ぼす であろ う。 さらに住 民の
心に抱 く将来 に対す る期待 も無視できない。特 に、増 大す る旅行 の機会 とタラ
ワか らのラジオ に よ りもた らされ る情報 は、その よ うな期待ひ いてはある特 定
の消費水準における島の人 口支持力に対 して影響力を持つにちがい ない。
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5.コ メ ン ト
この研究で 、著者 が最 も力 を入れた調査項 目は生活 時間調査 で、信頼性 も十分
あ りそ うで ある。反面 、人 口学的分析 、生産力調査 は、それ ほ ど詳細 ではない。
全体 と して、調査地の本質的特性 に助 け られて、興味深 い研究 で しか も力作 と
評 価 で きる。 人 び とが毎 日のんび りとく らしてい る よ うにみ え る"南 海 の楽
園"の 実相 に迫 つた研 究 であ る との見方 も可能で あ ろ う。 上記4.の 結論 は、
今 日の学 界の趨 勢か ら考えて、良い意味で"常 識的な"線 に沿 つてい ると言 つ
てよい。 しか し、1970年代 の学界の雰囲気 を考慮すれば、現在 よ り発表 当時は
もつ と新鮮 に受け とめ られたのか も しれ ない。
　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(中野和敬記)
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